
マイナ保険証と医療法改正等の状況
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【マイナ保険証利用率】
11月 18.52％
12月 25.42％←12/2健康保険証交付終了

１月 25.42％
２月 26.62％
３月 27.26％
４月 28.65％
５月 29.30％
６月 30.64％
７月 31.43％

【マイナ保険証利用登録解除】
11月 13,147件(10/28～11/30)
12月 32,067件
１月 13,212件
２月 10,724件
３月 15,082件
４月 14,593件
５月 12,915件
６月 12,263件
７月 28,863件
 計152,866件

[1]マイナ保険証(オンライン資格確認等システム)の状況 2



▼2025/4/3 75歳以上の後期高齢者は、マイナ保険証の有無にかかわらず、2026年夏まで1年間、資格
確認書を全員に職権交付

▼2025/6/27 国保保険証の有効期限が切れても、来年３月末までは、被保険者番号等でオンライン資格
確認等システムに資格情報を照会して、医療機関等は保険請求してよい

「健康保険証の有効期限切れに伴う暫定的な取扱い」（令和7年6月27日事務連絡）抜粋
○しかし、令和７年８月１日以降、多数の自治体で国民健康保険の健康保険証が有効期限切れにより順次
失効していくことにより、気がつかずに有効期限が切れた健康保険証を引き続き持参してしまう患者、健康
保険証の切り替えに伴って通知された「資格情報のお知らせ」のみを持参する患者が保険医療機関等を訪
れることも当面は想定される。

○患者が有効期限を迎えた従来の健康保険証からの切り替えやマイナ保険証の電子証明書の有効期限の
更新等への対応が必要な中において、こうした場合の移行期の対応として、患者に10 割の負担を求める
のではなく、保険給付を受ける資格を確認した上で適切に受診が行われるよう、被保険者番号等によりオ
ンライン資格確認システムに資格情報を照会するなどした上で、患者に対して３割等の一定の負担割合を
求めてレセプト請求を行うこととする運用は、保険医療機関等の現場における実態を勘案すれば、暫定的
な対応として差し支えないものと考える。

○こうした移行期における暫定的な対応は、最後に切り替わる自治体の健康保険証の有効期限が令和７年
12 月１日であることに鑑み、令和８年３月末までの対応とし、あわせて、保険医療機関等から患者に対し、
次回以降はマイナ保険証又は資格確認書を持参いただくよう働きかけることについて御協力いただきたい。

▼2025/8/5 後期高齢者医療証も、7月末に有効期限が切れても、同様に来年３月まで保険請求してよい
※いずれも医療機関には義務ではなく「お願い」

3健康保険証有効期限切れに対し厚労省が打ち出す弥縫策



9/19～スマホの保険証利用開始･･･医療機関には新たな負担が 4

▼大部分の医
療機関は、あら
たにスマホ用の
リーダーを追加
する必要だが、
まだ普及してい
ない
国の補助は1/2 
（上限7,000円）

▼事前に準備し
ないと、いきなり
スマホをかざし
ても使えない

▼スマホに電子
証明書を搭載す
ると、廃棄の際
は要注意

社会保障審議会医療保険部会
2025/8/28資料２より



5

社保審
医療保険部会
2025/8/28
資料２より

実証事業
でも
患者や

医療機関の
負担が報告

準備が整わ
ないのに
拙速に
利用開始
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社会保障審議会
医療保険部会
第194回資料２

(2025/5/1)

電子証明書
有効期限切
れへの対応

３カ月間は
資格確認
が可能

更新なく
３カ月経過
すると

資格確認書
を職権交付



▼医療法等の一部を改正する法律案（ 厚生労働委継続審議中）
本人同意なき医療情報の提供・共有と二次利用へ

◎電子カルテ情報共有を法律に位置づけ 

医療機関は３文書６情報を本人同意なしに支払基金に提供・管理。医療機関で共有し本人同意により閲覧
３文書＝診療情報提供書、画像等を含む退院時サマリー、健康診断結果報告書
６情報＝傷病名、アレルギー情報、感染症情報、薬剤禁忌情報、検査情報、 処方情報

◎医療等情報の社会資源としての「二次利用」(他の目的での利活用や第三者提供)を容易に

    医療・介護など公的データベースから本人同意なく連結分析可能な「仮名加工医療情報」の新設
      ・匿名加工情報・・・・個人識別できる情報の他、個人識別につながる特異な病名や検査値も削除・改変必要
      ・仮名加工情報・・・・単体で個人を識別できる情報は削除し、精緻な分析や長期の追跡を可能に
          利用は「相当な公益性」など規制

◎社会保険診療報酬支払基金の、「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構」への改組

   ・診療報酬の審査支払業務と医療DX業務の二つの業務に。
   ・そのための組織改正。医療DX業務担当常任理事の新設
   ・国の関与強化・・・厚労省の医療情報化推進方針により、基金は「中期計画」を定める

▼さらなる医療情報の共有と利活用に向けた検討開始
内閣府「医療等情報の利活用の推進に関する検討会」(9/3～)

[2]医療法改正案(継続審議)とさらなる改正の検討 7



9/3～ 内閣府「医療等情報の利活用の推進に関する検討会」 8

9/3 第１回
9/10 第２回
↓

12月中間とりまとめ
↓

2026夏 議論の整理
↓

2027通常国会に
法案提出

医療等情報の
利活用の推進に
関する検討会
第１回資料2
2025/9/3
https://www8.cao.go.jp
/iryou/studygloup/202
50903/agenda.html



「医療等情報の利活用の推進に関する検討会」の検討事項 9

医療等情報
の利活用の
推進に関す
る検討会
第１回資料2
2025/9/3
https://www
8.cao.go.jp/ir
you/studygl
oup/202509
03/agenda.h
tml



2025/5/8保団連記者会見 調査最終報告（２月中旬～４月14日まで実施し、9741 医療機関から回答）
https://hodanren.doc-net.or.jp/info/news/2025-05-10/

[3]厚労省ヒアリングに向けて 10

減らない
医療機関
での

トラブル



●（黒丸）が表示される問題への対応 11

社会保障審議会
医療保険部会
2025/8/28
資料２より
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社会保障審議会
医療保険部会
2025/8/28
資料２より



厚労省の考える誤った医療保険資格が表示される原因① 13

「オンライン資
格確認」本格
運用開始につ
いて
(厚生労働省
保険局
医療介護連
携政策課
(2021/10/15)



厚労省の考える誤った医療保険資格が表示される原因② 14

「オンライン資
格確認」本格
運用開始につ
いて
(厚生労働省
保険局
医療介護連
携政策課
(2021/10/15)



形骸化するマイナ保険証の閲覧時の本人同意 15

社会保障審議会医療保険部会第193回資料１ (2025/4/3)

｢同意しない｣
を選ぶまで

３画面
 必要に！

初期画面で
同意しないが
選べる必要



自治体の医療費助成や健診情報をオンライン資格確認に結合 16

子ども、ひとり親、
障害者等の自治体単
独の医療費助成は、
オン資システムで確
認できず(若年層の利

用率が低い)
↓

オンライン資格確認
等システムにつなぐ
システム＝ＰＭＨを
デジタル庁で開発

↓
ＰＭＨで自治体の健
診情報･介護情報等も
オン資シスに結合

2023年度から
先行実施

2024年10月時点で
参加自治体は

累計183団体（22都府
県､161市町村）

↓
2026年度以降に
全国展開予定
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